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このテキストは、左図のＢ女さんがＣ女さんを相手に慰謝料を請求する場合

のＣ女さんのための法律相談を解説するものです。 

右図のＡ男さんがＣ男さんを相手に慰謝料を請求する場合のＣ男さんも、左

図のＣ女さんと同様の立場にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

A男 

C女 

不倫 

婚姻 
B女 

慰謝料請求 

   A男 

C男 

不倫 

婚姻 
B女 

慰謝料請求 



目 次 

１．不倫って何ですか？ .............................................. 1 

１．１ 不倫の定義 ....................................................... 1 

１．２ 不倫の構造 ....................................................... 1 

２．不倫すると慰謝料を支払わなければいけないの？ .................... 1 

２．１ 不倫に関する判例の考え ........................................... 1 

３．不倫しても慰謝料を払わなくてもよいケースがあるの？ .............. 2 

３．１ 判例の紹介 ....................................................... 2 

３．２ 慰謝料を払わなくてもよいケースとは？ ............................. 3 

４．慰謝料の金額はいくら？ .......................................... 4 

４．１ 不倫の慰謝料の相場観 ............................................. 4 

４．２ 不倫の慰謝料を算定する要素 ....................................... 8 

４．３ 参考判例 ......................................................... 9 

５．不倫の解決方法（その１）・・・調停 .............................. 10 

５．１ 不倫による慰謝料請求の問題は調停で解決する方法もあります ........ 10 

５．２ 調停の意味 ...................................................... 10 

５．３ 調停を行う場所 .................................................. 11 

５．４ 調停に関与する人々 .............................................. 11 

５．５ 調停の手続の流れ ................................................ 11 

５．６ 調停のメリット .................................................. 12 

５．７ 調停のデメリット（限界） ........................................ 12 

６．不倫の解決方法（その２）・・・不倫の裁判を起こされた ............ 13 

６．１ 被告から見た不倫による慰謝料請求訴訟の流れ ...................... 13 

６．２ 第２回目の裁判の前の被告の準備 .................................. 16 

６．３ 第２回目の裁判 .................................................. 17 

６．４ 第３回目の裁判の前の被告の準備 .................................. 17 

６．５ 第３回目の裁判 .................................................. 17 

６．６ 第４回目の裁判（たとえば和解期日） .............................. 18 

６．７ 第○回目の裁判（たとえば証拠調べ） .............................. 18 

６．８ 判決の言い渡し .................................................. 19 



６．９ 控訴の提起 ...................................................... 21 

６．１０ 第２審（控訴審）の審理 ........................................ 21 

６．１１ 第２審（控訴審）での和解 ...................................... 21 

６．１２ 第２審（控訴審）の判決 ........................................ 21 

６．１３ 上告、上告受理の申立て ........................................ 22 

 

  



1 

 

１．不倫って何ですか？ 

１．１ 不倫の定義 

    このテキストでは「不倫」とは、配偶者の一方が他方の配偶者以外の

女性あるいは男性と肉体関係をもつことと定義します。 

１．２ 不倫の構造 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「不倫」とは、法律的にはどのようなことなのでしょうか。 

それは、不倫をした配偶者とその不倫相手が他方の配偶者に対して

共同不法行為責任（民法７１９条）を負うということです（札幌地方

裁判所昭和４５年１２月１６日判決・判例時報６２７号８３頁）。 

不倫をされた配偶者は、不倫相手と不倫をした配偶者に慰謝料を請

求することができます。 

不倫相手と不倫をした配偶者の慰謝料支払義務は、不真正連帯債務

になります。慰謝料とは、精神上の苦痛を慰謝するための損害賠償金

です。 

 

２．不倫すると慰謝料を支払わなければいけないの？ 

 ２．１ 不倫に関する判例の考え 

判例は、戦前から現在まで不倫をした者の慰謝料の支払い義務を認め

ています。 

最高裁判所昭和５４年３月３０日判決（民集３３巻２号３０頁）は、 

「夫婦の一方の配偶者と肉体関係を持った第三者は、故意又は過失が

ある限り、右配偶者を誘惑するなどして肉体関係を持つに至らせたかど

うか、両名の関係が自然の愛情によって生じたかどうかにかかわらず、

他方の配偶者の夫または妻としての権利を侵害し、その行為は違法性を

帯び、右他方の配偶者の被った精神上の苦痛を慰謝すべき義務があると

いうべきである。」と判示しています。判例によれば、不倫をした者同
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士がたとえ愛情によって結ばれたとしても慰謝料の支払い義務がある

とされているのです。 

 

不倫をしたＣ女さんやＡ男さんがＢ女さんのどのような権利や利益

を侵害したのかに関しては、Ｂ女さんの 

・妻としての権利 

・守操要求権 

・妻としての人格的利益 

・家庭の平和 

などと判示されてきました。 

現在は、不倫は「Ｂ女さんの婚姻共同生活の平和の維持という権利又

は法的保護に値する利益を侵害する」（最高裁判所平成８年３月２６日

判決・判例時報１５６３号７２頁）ととらえられています。 

 

３．不倫しても慰謝料を払わなくてもよいケースがあるの？ 

 ３．１ 判例の紹介 

不倫した当時既に婚姻関係が破綻していた場合には慰謝料は認めら

れない。 

最高裁判所平成８年３月２６日判決・判例時報１５６３号７２頁

は、次のように判示しました。 

 「甲の配偶者乙と第三者丙が肉体関係を持った場合において、甲

と乙との婚姻関係がその当時既に破綻していたときは、特段の事情

のない限り、丙は、甲に対して不法行為責任を負わないものと解す

るのが相当である。 

 けだし、丙が乙と肉体関係を持つことが甲に対する不法行為とな

るのは、それが甲の婚姻共同生活の平和の維持という権利又は法的

保護に値する利益を侵害する行為ということができるからであって、

甲と乙との婚姻関係が既に破綻していた場合には、原則として、甲

にこのような権利又は法的保護に値する利益があるとはいえないか

らである。」 

 つまり、不倫は婚姻共同生活の平和の維持を侵害するから不倫を

した者は慰謝料を支払う義務があるが、婚姻関係が既に破綻してい

た場合には婚姻共同生活の平和がすでになくなっているから慰謝料

を支払う義務はないという判決であり、不倫に関する非常に重要な

判決です。 
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 ３．２ 慰謝料を払わなくてもよいケースとは？ 

上記のほか不倫があっても慰謝料の支払義務がないとした判例を下

記にご紹介します。 

①慰謝料の請求が権利の濫用にあたる場合には、慰謝料の請求は認め

られない。 

これは最高裁判所平成８年６月１８日判決・判例タイムズ９４５

号１４頁の事案について最高裁判所が判示したものです。 

権利の濫用というのは、権利の行使が社会的に見て妥当でない場

合には権利の行使が認められないというものです（民法１条３項）。 

不倫に基づいて慰謝料を請求する場合にもそれが権利の濫用にあ

たる場合には慰謝料は認められないということを知っておいてくだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②慰謝料請求権の消滅時効が完成している場合には慰謝料は認められ

ない。 

これは最高裁判所平成６年１月２０日判決・判例時報１５０３号

７５頁や東京高等裁判所平成１０年１２月２１日判決・判例タイム

ズ１２３号２４２頁で問題になりました。 

不倫による慰謝料請求権は、民法７２４条により加害者及び損害

を知った時から３年で消滅時効が完成するということを知っておき

ましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

民法 第１条（基本原則）  

１ 私権は、公共の福祉に適合しなければなら

ない。  

２ 権利の行使及び義務の履行は、信義に従い

誠実に行わなければならない。  

３ 権利の濫用は、これを許さない。 

 

民法 第７２４条（不法行為による損害賠償請

求権の期間の制限）  

不法行為による損害賠償の請求権は、被害者又

はその法定代理人が損害及び加害者を知った時

から３年間行使しないときは、時効によって消

滅する。不法行為の時から２０年を経過したと

きも、同様とする。 
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③配偶者が全面的に責任を負うべきであり、不倫をした者の行為に違

法性がない場合には慰謝料は認められない。 

横浜地方裁判所平成元年８月３０日判決・判例時報１３４７号７

８頁はこのような判断を示しました。 

配偶者が不倫を主導したなどケースによっては不倫をした配偶者

がすべての責任の負うべきであって、不倫の相手となった者は慰謝

料を支払う義務がないケースもありうるということを知っておきま

しょう。 

 

④不倫をした夫から奥さんに慰謝料が全額支払われている場合には慰

謝料の請求は認められない。 

共同不法行為者は不真正連帯債務を負い、一方の共同不法行為者が

慰謝料を全額支払えば、他方の共同不法行為者はもはや賠償責任を負

いません。 

 

 

 

 

札幌地方裁判所昭和４５年１２月１６日判決・判例時報６２７号８

３頁はこのような事案でした。 

 

４．慰謝料の金額はいくら？ 

４．１ 不倫の慰謝料の相場観 

まず、判例で慰謝料として認められた金額を一覧して、慰謝料の額

について大まかな相場観を持ちましょう。 

ここでは、以下に妻から慰謝料を請求したケースと夫から慰謝料を
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請求したケースの判例について、請求した金額と裁判所が認めた金額

を概観して、判決ではどれくらいの金額が認められているかというこ

とを大づかみで把握しておきましょう。 

 

妻から不倫した女性に慰謝料を請求したケースの判例 

① 大阪地方裁判所昭和４２年７月１５日判決・判例時報５０３号

５６頁 

妻の請求額：５０万円 

裁判所が認めた額：１０万円 

② 東京地方裁判所昭和４４年２月３日判決・判例時報５６６号７１

頁 

妻の請求額：３００万円 

子３名の請求額：各７０万円 

裁判所が妻に認めた額：２００万円 

裁判所が子３名に認めた額：各３０万円 

③ 大阪高等裁判所昭和４４年６月２４日判決・判例時報５８６号６

６頁 

妻の請求額：１００万円 

裁判所が認めた額：２０万円 

④ 札幌地方裁判所昭和４５年１２月１６日判決・判例時報６２７号

８３頁 

妻の請求額：６０万円 

裁判所が認めた額：６０万円（ただし、共同不法行為者である

夫が妻に３６万８０００円をすでに支払っ

ているので、残額２３万２０００円の支払

いを命じた） 

⑤ 東京高等裁判所昭和４７年１１月３０日判決・判例時報６８８号

６０頁 

妻の請求額：不明 

裁判所が認めた額：６０万円（ただし、裁判所は不貞の関係は認

められないとした） 

⑥ 東京高等裁判所昭和４８年３月９日判決・判例時報７０号３７頁 

妻の請求額：１２０万円 

裁判所が認めた額：２０万円 

⑦ 東京地方裁判所昭和５８年１０月３日判決・判例時報１１８号１

８８頁 
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妻の請求額：１０００万円 

裁判所が認めた額：２００万円 

⑧ 横浜地方裁判所昭和６１年１２月２５日判決・判例タイムズ６３

７号１５９頁 

妻の請求額：１０００万円 

裁判所が認めた額：１５０万円 

⑨ 東京地方裁判所平成４年１２月１０日判決・判例タイムズ８７０

号２３２頁 

妻の請求額：５００万円 

裁判所が認めた額：５０万円 

⑩ 東京高等裁判所平成１０年１２月２１日判決・判例タイムズ１０

２３号２４２頁 

妻の請求額：１０００万円 

裁判所が認めた額：２００万円 

⑪ 大阪地方裁判所平成１１年３月３１日判決・判例タイムズ１０３

５号１８７頁 

妻の請求額：１２００万円 

裁判所が認めた額：３００万円 

 

夫から不倫した男性に慰謝料を請求したケースの判例 

① 大阪地方裁判所昭和４３年２月２２日判決・判例時報５２３号５

９頁 

夫の請求額：５０万円 

裁判所が認めた額：１０万円 

② 広島地方裁判所昭和４８年９月２１日判決・判例時報７２６号８

０頁 

夫の請求額：２００万円 

子４名の請求額：各３０万円 

裁判所が夫に認めた金額：７０万円 

裁判所が子４名に認めた金額：各１０万円 

③ 千葉地方裁判所昭和４９年１２月２５日判決・判例時報７８２号

６９頁 

夫の請求額：５００万円 

裁判所が認めた金額：３０万円 

④ 仙台地方裁判所昭和５０年２月２６日判決・判例時報８０１号８

２頁 
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夫の請求額：２００万円 

裁判所が認めた金額：１００万円 

⑤ 東京高等裁判所昭和５１年１０月１９日判決・判例タイムズ３５

０号３０８頁 

夫の請求額：３００万円 

裁判所が認めた金額：２００万円 

⑥ 神戸地方裁判所昭和５３年７月１４日判決・判例時報９３６号１

００頁 

夫の請求額：１０００万円 

裁判所が認めた金額：３００万円 

⑦ 大阪地方裁判所昭和５４年９月２８日判決・判例時報９５５号１

０５頁 

夫の請求額：３２５万円 

裁判所が認めた金額：２００万円 

⑧ 福岡高等裁判所昭和５５年４月１６日判決・判例タイムズ４２３

号１０３頁 

夫の請求額：不明 

裁判所が認めた金額：６０万円 

⑨ 東京高等裁判所昭和５６年１０月２２日判決・判例時報１０２６

号９１頁 

夫の請求額：５００万円 

裁判所が認めた金額：１００万円 

⑩ 東京高等裁判所昭和５６年１２月９日判決・判例時報１０３１号

１２８頁 

夫の請求額：３００万円 

裁判所が認めた金額：２００万円 

⑪ 浦和地方裁判所昭和６０年１月３０日判決・判例タイムズ５５６

号１７０頁 

夫の請求額：不明 

裁判所が認めた金額：５００万円 

⑫ 東京高等裁判所昭和６０年１１月２０日判決・判例時報１１７４

号７３頁 

夫の請求額：７００万円 

裁判所が認めた金額：２００万円 

⑬ 浦和地方裁判所昭和６０年１２月２５日判決・判例タイムズ６１

７号１０４頁 
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夫の請求額：不明 

裁判所が認めた金額：５００万円 

⑭ 名古屋地方裁判所平成４年１２月１６日・判例タイムズ８１１号

１７２頁 

夫の請求額：３００万円 

裁判所が認めた金額：１００万円 

４．２ 不倫の慰謝料を算定する要素 

次に、慰謝料の額はどのようにして決まるべきか考えてみましょ

う。 

以下は判例を検討した筆者の見解です。 

慰謝料を高める要素と低める要素を考えてみました。 

慰謝料の額を決める法則のようなものはなくケースバイケースで

すが、慰謝料の額については、これらの慰謝料を高める要素と慰謝

料を低める要素を総合的に勘案して決められるべきであると筆者は

考えております。 

ご参考にしていただければ幸いです。 

 

慰謝料の額を高める要素 

   １）Ｂ女さんの家庭の平和を侵害された度合いが大きい 

・不倫の期間が長い 

・不倫が原因で会話が少なくなり、家庭が暗くなった 

・不倫が原因でＢ女さんはＡ男さんと別居することになった 

・不倫が原因でＢ女さんはＡ男さんと離婚する手続に入った 

・不倫が原因でＢ女さんはＡ男さんと離婚した 

   ２）Ｂ女さんの被害が大きい 

・不倫が原因で子供たちも家庭で暗くなり、会話も少なりなり、

学校の成績も落ちた 

・不倫が原因でＢ女さんは近所でも白い目で見られるようになっ

た 

・不倫がＢ女さんの会社の人にも知れて、Ｂ女さんは会社でも白

い目で見られるようになった 

   ３）Ｃ女さんの不倫の違法性の度合いが強い 

・不倫の期間が長い 

・Ｃ女さんがリードする形で不倫が始まった 

・Ｃ女さんがリードする形で不倫が続いた 

・Ｃ女さんは不倫について反省していない 
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   慰謝料の額を低める要素 

   １）Ｂ女さんの家庭の平和を侵害された度合いが小さい 

・不倫の期間が短い 

・Ｂ女さんに不倫が発覚しても、Ａ男さんとＢ女さんの婚姻関係

に変化がない 

・不倫が原因で別居していない 

・不倫が原因で離婚の手続に入っていない 

・不倫が原因で離婚していない 

２）Ｂ女さんの被害は小さい 

・子供に変化はない 

・近所で白い目で見られたり、うわさになっていることはない 

・Ｂ女さんの会社で白い目で見られたり、うわさになっているこ

とはない 

３）Ｃ女さんの不倫の違法性の度合いが弱い 

・不倫の期間が短い 

・Ａ男さんとＣ女さんの不倫の始まりはＡ男さんがリードしたか

らだった 

・Ａ男さんとＣ女さんの不倫が続いたのはＡ男さんがリードした

からだった 

・Ａ男さんはＣ女さんの会社の上司であって、不倫することを断

り切れなかった 

・Ｃ女さんはＡ男さんからお金を借りていて、不倫することを断

り切れなかった 

・Ｃ女さんの方から不倫をやめることにした 

 

４．３ 参考判例 

慰謝料の額について参考になる判例を検討しておきましょう。 

➊Ａパターン（副次的責任論） 

これは、東京地方裁判所平成４年１２月１０日判決で判示された

ものです。 

東京地方裁判所平成４年１２月１０日判決は、次のように判示し

ました。 

「婚姻関係の平穏は第一次的には配偶者相互間の守操義務の協力

によって維持されるべきものであり、不貞あるいは婚姻破綻につい

ての主たる責任は不貞を働いた配偶者にあるというべきであって、



10 

 

不貞の相手方において自己の優越的地位や不貞配偶者の弱点を利用

するなど悪質は手段を用いて不貞配偶者の意思決定を拘束したよう

な特別の事情が存在する場合を除き、不貞の相手方の責任は副次的

というべきである。」 

この判決がいうところは、不倫については第一次的にはＡ男さん

が責任を負うべきであり、Ｃ女さんの責任は副次的なものであると

いうことです。 

 

❷Ｂパターン（主導的責任論） 

これは千葉地方裁判所昭和４９年１２月２５日判決や大阪地方裁

判所昭和４２年７月１５日判決で指摘されたものであり、不倫につ

いてはＡ男さんが主導的な立場にあったからＣ女さんが支払うべき

慰謝料の額は少なくてもよいという考えです。 

 

❸Ｃパターン（地位利用型） 

これは名古屋地方裁判所平成４年１２月１６日判決の例のように、

例えばＣ女さんがその地位や立場を利用して不倫をリードしていっ

たようなケースです。 

 

❹Ｄパターン（エスカレート型） 

これは浦和地方裁判所昭和６０年１２月２５日判決や、東京地方

裁判所昭和５８年１０月３日判決で問題になりましたが、Ｃ女さんが

Ｂ女さんの自宅で近所に聞こえるような声で不倫を告げたり、Ｂ女さ

んの会社にも不倫していることを明らかにして混乱させるといった

ようなケースで、Ｃ女さんの態度がどんどんエスカレートするような

事案です。 

 

５．不倫の解決方法（その１）・・・調停 

 ５．１ 不倫による慰謝料請求の問題は調停で解決する方法もあります 

不倫をした人から調停を申し立てることもできます。 

 ５．２ 調停の意味 

法廷で行われる訴訟はテレビドラマをご覧になったりしてご存知の

方は多いのですが、残念ながら調停はほとんどの方がご存知ではあり

ません。 

調停は費用も安く、自分でできる便利な制度ですからもっともっと活

用していただきたい制度です。 
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調停は、訴訟のように判決によって勝敗をつけるのではなく、簡易裁

判所で申立人と相手方との問題を調停委員が間に入って話し合いで解

決を図る制度です。 

話し合いといっても申立人と相手方が直接話し合うのではなくて、調

停委員が申立人と相手方から事情を聞いて両者の合意できる点をさぐ

ってゆきます。 

申立人と相手方は待合室も別々にありますから、直接顔を合わせるこ

ともありません。 

そして、申立人と相手方の合意ができればその合意の内容を調停調書

という文書にします。この合意内容を守ることによって申立人と相手

方の間にある問題を解決するわけです。 

５．３ 調停を行う場所 

不倫による慰謝料を請求する調停は簡易裁判所で行われます。 

簡易裁判所は全国にたくさんあるのですが、原則として、相手方の

住所を管轄する簡易裁判所で行われます（民事調停法３条１項）。 

 ５．４ 調停に関与する人々 

調停を申し立てる人を申立人といい、相手にされた人を相手方といい

ます。 

簡易裁判所の体制としては、原則として、裁判官１名と民事調停委員

２名で調停委員会を構成し、また、裁判所書記官がおかれています。 

申立人や相手方の窓口になる人が書記官であり、調停をリードしてゆ

くのが調停委員です。 

裁判所の人と話す経験は一般の人は少ないと思いますが、皆さん丁寧

で親切です。 

 ５．５ 調停の手続の流れ 

調停は申立人が調停申立書等を作成して管轄する簡易裁判所に提出

することによってスタートします。 

調停申立書等を受け付けた簡易裁判所は、担当する裁判官、書記官、

調停委員を決めて、申立人には第１回調停期日の連絡をし、相手方に呼

出状を送ります。 

簡易裁判所で調停が行われる日時のことを期日といいます。調停は

１回で終了することもありますが、通常は回を重ねてゆきます。最初の

調停の日時を第１回調停期日といい、２回目の調停の日時を第２回調停

期日といい、以下同様に進められてゆきます。 

そして、申立人と相手方が合意できれば調停が成立することによっ

て調停が成立します。 
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調停を重ねていっても両者の間に合意ができる見込みがない場合に

は、調停は不成立で終了します。 

調停が不成立になったときになお解決を図るためには最後の手段で

ある訴訟よって解決を図ることになります。 

 ５．６ 調停のメリット 

調停には以下のようなメリットがあります。 

① 費用が安い。 

調停を申し立てる場合には簡易裁判所に収入印紙と切手を納める

必要があるのですが、いずれも低額です。 

不倫の調停は自分で行うことができますから、費用は安くおさえる

ことができます。 

② 手続が難しくなく、弁護士などの専門家に依頼しなくても自分で行

うことができる。 

③ 相手と直接話す必要がありません。従って、感情的にならずにすみ

ます。 

④ 相手と直接顔を合わせることはほとんどありません。 

⑤ 調停委員と裁判官という法律の専門家が自分の言い分を聞いてく

れて、アドバイスももらうことができます。 

⑥ 声の大きさや感情ではなく法律に従った解決を図ることができま

す。 

 

法律の専門家でない方は調停のことをご存知ない方がほとんどです。 

調停は費用が安くて使いやすい便利な制度ですから是非活用してく

ださい。 

５．７ 調停のデメリット（限界） 

調停はメリットばかりでなくデメリット（限界）もあることも知って

おきましょう。 

調停では簡易裁判所で申立人と相手方が議論することはなく、双方が

調停委員に対して自分の言い分を主張するのですが、広い意味では調停

委員を介した話し合いで解決を図るものです。 

調停は判決のように白黒つける制度ではありません。 

従って、調停を重ねても話がまとまらない場合には調停は不成立とな

って終了します。 

また、相手方は調停に出頭する義務があり、正当な理由がなくて出頭

しない場合には過料の制裁を受けることがあるのですが（民事調停法３

４条）、不誠実な相手方で欠席を繰り返す人がいます。そうなってしまう
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と、やはり調停は不成立として終了することになります。 

調停が不成立となって終了した場合に解決を図るためには、最後の手

段である訴訟を提起することになります。 

 

６．不倫の解決方法（その２）・・・不倫の裁判を起こされた 

６．１ 被告から見た不倫による慰謝料請求訴訟の流れ 

（訴訟とはどういうものなのか、訴訟の流れを大づかみでつかみまし

ょう） 

  ６．１．１ はじめに 

B女さんが原告になり C女さんを被告にして慰謝料の支払いを求め

る訴訟を提起した場合の訴訟の流れの一例をご説明してゆきます。 

以下は一つのモデルであってすべての訴訟がこのように進行する

わけではありません。 

被告になった方が訴訟のイメージをつかんでいただければと思い

ます。 

  ６．１．２ ある日突然 C女さんの自宅に裁判所から呼出状などが送られ 

てきた 

B 女さんが C 女さんを被告にして訴訟を提起すると、ある日突然 C

女さんに裁判所から呼出状と答弁書の催告書などが送られてきます。 

このように裁判所というこれまでかかわったことのないところか

ら突然書類が送られてくるので、被告にされた人は大抵びっくりしま

す。そして、何を、どのようにすればよいのかまったくわからない方

がほとんどです。 

それは当然であって、訴訟などはじめてでしょうし、裁判所は小学

生の頃に社会見学で先生に引率されて行って以来行ったことなどな

いでしょう。 

裁判所から書類が来たら、いやがらずにまずは送られてきた書類を

じっくり読んで、その内容を理解しましょう。 

重要なことは、 

① 第１回口頭弁論期日（第１回目の裁判の日時のこと）はいつか、 

② その期日に自分は裁判所に出頭（裁判所に行くということ）で

きるのか、すでに用事が入っていてどうしても出頭できないのか、

を確認し、 

③ 裁判所が指定した日までに答弁書を提出するということです。 

 

第１回口頭弁論期日にどうしても出頭できないときには、できる



14 

 

だけ早くその旨を裁判所に電話して伝えなければなりません。 

そして、第１回口頭弁論期日にどうしても出頭できないときでも、裁

判所が指定した日までに答弁書は必ず提出します。第１回口頭弁論期日

に出頭せず、かつ、答弁書も提出しないと、被告が全面的に敗訴する（負

ける判決が出るということ）と考えたほうがいいです。 

６．１．３ 答弁書を指定された日までに提出する 

ア 答弁書とは？ 

答弁書というのは、被告が作成して提出する文書ですが、 

①原告の訴状の内容に対する答弁と②被告の主張（言い分）

を記載したものです。 

イ 答弁書には何を書くのか？ 

答弁書にどのようなことを書くべきかについては、通常は

裁判所から送られてきた書類に書いてあるのですが、わかり

にくいかもしれません。 

前述したように、答弁書には、①原告の訴状の内容に対す

る答弁と②被告の主張（言い分）を書きます。 

 

原告の訴状の内容に対する答弁というのは、原告が訴状で

主張していることを認めるのか認めないのかということです。 

具体的には、訴状の「請求の趣旨」に関しては、「原告の請

求を棄却する。訴訟費用は原告の負担とする。との判決を求

める。」と答えるのが通常です。 

「原告の請求を棄却する」というのは、たとえば原告の B

女さんが訴訟の中で慰謝料として３００万円を請求している

場合に、その３００万円の請求は全面的に認められない、と

いう意味です。 

訴状の「請求の原因」に関しては、原告が主張しているこ

とが、そのとおりなのか（「認める」といいます）、違ってい

るのか（「否認」といいます）、知らないのか（「不知」“ふち”

と読みます）、答えるということです。 

 

被告の主張（言い分）というのは、その訴訟の中で被告が

主張したことを書くことになります。 

例えば、C女さんは A男さんと不倫したことは認めるけれど

も不倫した当時 A 男さんと B 女さんの婚姻関係は破綻してい

たから C 女さんは B 女さんに慰謝料を支払う義務はないなど
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といった主張です。この主張の例は最高裁判所がそのような

判決を出しているので、その判決を利用した主張です。 

ウ、答弁書は何通作るのか？ 

答弁書は同じものを３通作成します。 

そして、１通を正本、１通を副本、残りの１通を控えにします。 

答弁書の正本は裁判所に提出し、答弁書の副本は原告に提出し、

答弁書の控えは被告の C女さんが自分の手元に持っています。 

エ、答弁書はどのように提出するのか？ 

答弁書の正本は、裁判所に FAX、郵送、持参して提出しま

す。 

裁判所に届いているかどうか、心配ならば裁判所に電話を

して確認しましょう。 

答弁書の副本は、原告に FAX、郵送、持参して提出します。

通常は FAX か郵送ですが、送付とともに送付書も添えて提出

します。 

この送付書は、原告が被告から答弁書を受け取ったことを

裁判所に連絡するために必要なものです。 

オ、答弁書はいつまでに提出しなければならないのか？ 

答弁書は裁判所が指定した日までに提出しなければなりま

せん。 

もし、裁判所が指定した日までに提出することができない

場合には、その旨を裁判所に連絡して、かならず第１回口頭

弁論期日の前に提出しなければなりません。 

６．１．４ 第１回口頭弁論期日には何をするのか？ 

ア、第１回口頭弁論期日にはどこに行くのか？ 

第１回口頭弁論期日というのは、第１回目の裁判が行われ

る日時のことで、これは裁判所が指定します。 

第１回口頭弁論期日が行われる場所は裁判所から送られ

てきた呼出状に書いてありますから、あらかじめ確認してお

きましょう。 

イ、第１回口頭弁論期日の当日（出頭カードに署名し、傍聴席

で待機し、呼ばれたら被告席に着く） 

第１回口頭弁論期日が行われる場所は、通常は裁判所の中

の法廷です。 

法廷には出頭カードがありますから、法廷の中に入ってそ

れに署名します。そして、傍聴席で待っています。 
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すると、法廷にいる廷吏や書記官が事件番号を読みあげて

被告席に着くように促しますから、呼ばれたら被告席に着き

ます。 

裁判官が裁判を始めると、通常裁判官は原告に向かって「原

告は訴状を陳述しますね」と尋ねます。原告席にいる原告あ

るいは原告訴訟代理人（原告が選任した弁護士のこと）は、

「はい」と答えます。これで訴状に書かれた内容が主張され

たことになります。 

次に、裁判官は被告に向かって「被告は答弁書を陳述しま

すね」と尋ねますから、被告は「はい」と答えます。これで

答弁書に書かれた内容が主張されたことになります。 

その後は裁判所が進行を仕切っていきます。 

例えば、被告の主張が足りていない場合には、次回期日（第

２回口頭弁論期日のこともあれば、裁判官が弁論準備期日な

どを指定することもあります）までに被告準備書面を作成し

てその中に被告の主張を書いて次回期日の前に（通常次回期

日の１週間前）に提出するように言います。 

また、裁判官が原告に対して次回記述の前に証拠を提出す

るように言うこともあります。 

弁論準備期日というのは、原告と被告の争いの中心は何か

を探ってゆくことを目的とした手続であり、通常は法廷では

なく裁判官室などで行われます。 

６．２ 第２回目の裁判の前の被告の準備 

  ６．２．１ 被告の主張の準備 

たとえば、時間の余裕がなくて答弁書では被告が言いたいこ

とが不十分であった場合などにはその準備をします。 

たとえば、被告が不倫を認めるけれどもした不倫した当時 A

男さんと原告の B女さんは婚姻関係が破綻していたから C女さん

は慰謝料を支払う義務がないと主張する場合には、A 男さんと B

女さんの婚姻関係が破綻していた具体的な内容を被告準備書面

に書いて提出することになります。 

  ６．２．２ 被告準備書面はどのように提出するのか？ 

被告準備書面は３通作成します。 

そして、１通を正本、１通を副本、残りの１通を控えとしま

す。正本は裁判所に、副本は原告に提出します。 

提出の仕方は、FAX、郵送、持参のいずれかです。そして、原
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告には送付書も送ります。 

被告準備書面を提出する時期は、前回の裁判で裁判官が指定

しますが通常は次回期日の１週間前です。 

被告準備書面を作成する時間はたっぷりあるようですが、実

際に作成するとなると意外と次回期日はすぐに来る感じがする

ものです。ですから前回の裁判が終了したらすぐに被告準備書

面の作成に取り掛かりましょう。 

６．３ 第２回目の裁判 

６．３．１ 第２回目の裁判では前回の裁判の時に指定された場所に出頭

します。 

６．３．２ たとえば、第２回目の裁判の前に被告が被告準備書面を提出

していればそれを踏まえて第２回目の裁判が進められてゆきま

す。 

 たとえば、被告が被告準備書面で A男さんと B女さんの婚姻

関係の破綻を主張していたとしたら、おそらく裁判官は原告に

対して第３回目の裁判までに原告が被告準備書面の内容を検討

するように伝えるでしょう。 

 通常は、原告は婚姻関係は破綻していなかったと反論してく

ることが予想されます。 

 そして、裁判官は裁判所と原告と被告のスケジュールを調整

して次回期日（第３回目の裁判の日時）を指定し、原告準備書

面の提出期限を定めます。 

６．４ 第３回目の裁判の前の被告の準備 

たとえば、第３回の裁判の前に原告が原告準備書面を提出することに

なっていた場合には、被告としては原告から原告準備書面が提出され

てくるのを待ち、提出されたならばそれをじっくり読んで第３回目の

裁判に臨みます。 

６．５ 第３回目の裁判 

たとえば、第３回の裁判の前に原告から原告準備書面が提出されてい

た場合にはそれを踏まえて第３回目の裁判が進められます。 

たとえば、裁判官がそれまでに提出された書面や証拠から争点を整理

するかもしれません。予想される争点は、①A男さんと B女さんの婚姻

関係が破綻していたか否か、②①で破綻していなかった場合に C 女さ

んが支払うべき慰謝料の額、ということになるかもしれません。 

そして、裁判官は和解を勧告するかもしれませんし、人証（証人や原

告本人、被告本人のこと）の申出の準備、陳述書の作成の準備を命じ
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るかもしれません。 

まず、次回期日が和解期日になった場合から見てみましょう。 

６．６ 第４回目の裁判（たとえば和解期日） 

６．６．１ 訴訟の中で裁判官はいつでも和解を勧告することができるので

すが、和解勧告の時期は、通常は原告と被告の主張がでそろった

後か人証（証人や原告本人、被告本人）の尋問が終わった後です。 

 和解手続が行われる場所は、通常は法廷ではなく和解室です。 

６．６．２ 和解は、通常裁判官が原告と被告から個別に話を聞いて進めて

ゆきます。 

 不倫による慰謝料の支払いを求める訴訟の和解は、通常は被告

がなにがしかのお金を支払うことが前提になります。 

 被告がまったく慰謝料を支払う必要がない案件ではそもそも

和解は成立しないでしょう。 

 和解というのは原告と被告がそれぞれの考えを譲歩すること

によって成立するのであって、慰謝料の支払いを求めている原告

が被告から１円も支払ってもらえない和解をするとは考えられ

ないからです。 

６．５．３ 不倫による慰謝料の支払いを求める訴訟の和解は、①被告が一

定額の和解金（解決金という言葉を用いるときもあります）を原

告に一括して支払うとか、②被告が原告に一定額の和解金（解決

金）を支払うことを認めるが、一括して支払うことはできないの

で分割して支払うといったものが多いと思われます。 

６．５．４ 和解に応じるか否かは、もちろん和解の内容にもよりますが、

筆者の考えでは和解で訴訟を終わりにしたほうが良いという印

象を持っています。なぜなら、訴訟というのはやろうと思えばか

なりの時間と労力を要しますし、それよりも早期に解決をはかっ

て普段の生活に戻ったほうが良いからです。 

６．７ 第○回目の裁判（たとえば証拠調べ） 

６．７．１ たとえば、和解が成立しなかったり、また、和解になじまない

案件の場合などには人証（証人や原告本人、被告本人のこと）の

取り調べが行われることがあります。 

 たとえば、不倫の当時 A男さんと B女さんの婚姻関係が破綻し

ていたか否かが問題になった案件では証人として A 男さんの証

人尋問が行われたり、B女さんの原告本人尋問、C女さんの被告

本人尋問が行われる可能性があります。 

６．７．２ たとえば、原告の B女さんがご主人の A男さんの証人尋問を行
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ってもらいたいと考えるときには、次のような流れになります。 

・B女さんが証人 A男さんの証拠申出書を提出する。 

・裁判官が被告の C女さんの意見を聞き、A 男さんを証人として

調べるか否か決定する。 

・裁判官が A男さんを証人として調べることを決定した場合には、

裁判官は B女さんに対してできれば A男さんの陳述書を出して

ほしいと要請する。 

・証人尋問期日に A男さんの証人尋問を実施する。 

 

証人尋問のやり方は、まず、証人の申請をした B女さんが証人

の A 男さんに尋問し（これを主尋問といいます）、それが終われ

ば C 女さんが尋問し（これを反対尋問といいます）、それが終わ

れば裁判官が尋問します（これを補充尋問といいます）。 

尋問の内容は書記官が記録していて、後日証人尋問調書ができ

ます。 

原告本人尋問や被告本人尋問も同様に行われます。 

６．８ 判決の言い渡し 

６．８．１ 原告と被告の主張と証拠が出尽くして裁判官が判決を下すに必

要な資料が出そろうと訴訟の手続が集結し（結審）、判決が言い

渡されることになります。 

６．８．２ 通常判決は法廷で言い渡されますが、裁判官は判決の内容をす

べて読みあがるのではなく判決の中の「主文」という部分を読み

上げます。 

 主文というのは、判決の勝ち負けが簡潔に記載されている部分

です。 

６．８．３ 判決の言い渡しが終わると原告と被告に判決書が送達されます。 

 判決書は書記官室で受け取ることもできますし、郵送されてく

ることもあります。 

 注意すべきことは、控訴する場合の控訴期間判決書の送達を受

けた日から２週間しかないということです（民事訴訟法２８５

条）。この期間を経過すると控訴することはできません。 

６．８．４ 判決書の送達を受けたならそれをじっくり読んで何が書かれて

あるのか理解しましょう。 

 例えば、原告が慰謝料として３００万円と訴状送達日の翌日か

ら支払済みに至るまで年５分の割合による遅延損害金の支払い

を求めている訴訟で、判決書の主文が次のように書かれていたな
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らば、その意味は以下のようになります。 

ア、主文の内容その１ 

「被告は、原告に対し、金３００万円及びこれに対する平成

○○年○月○○日（訴状送達日の翌日のこと）から支払済みに

至るまで年５分の割合による金員を支払え。」 

→ これは原告が全面的に勝訴し、被告が全面的に敗訴した

場合の主文です。 

原告は全面的に勝訴したので控訴することはできませんが、

被告は全面的に敗訴したので控訴することができます。 

イ、主文の内容その 2 

「被告は、原告に対し、金１００万円及びこれに対する平成

○○年○月○○日（訴状送達日の翌日のこと）から支払済みに

至るまで年５分の割合による金員を支払え。」 

→ これは原告が一部勝訴し一部敗訴し、被告も一部勝訴し

一部敗訴した判決です。原告は１００万円については勝訴し、

２００万円については敗訴し、被告は２００万円については勝

訴し、１００万円については敗訴したわけです。 

 この場合には原告は敗訴した部分について控訴することが

できますし、被告も敗訴した部分について控訴することができ

ます。 

ウ、主文の内容その３ 

「原告の請求を棄却する。」 

→ これは原告が全面的に敗訴し、被告が全面的に勝訴した判

決です。原告がこの訴訟で請求した慰謝料が１円も認められ

なかった判決です。 

 この場合には原告は全面的に敗訴したので控訴すること

ができますが、被告は全面的に勝訴したので控訴することは

できません。 

６．８．５ 仮執行宣言 

原告が全面的に勝訴した判決、あるいは原告が一部勝訴した判

決について裁判所が判決で仮執行宣言をつけるときがあります。 

仮執行宣言がつけられると原告はそれに基づいて執行するこ

とができます。実際に執行するか否かは原告の自由です。被告

がこの執行を停止する手立てはあることはありますが、時間的

にシビアで、かつ費用が掛かります。 

このように第１審の判決で被告が一部でも敗訴する判決が出
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ると被告は執行される危険性があるので、判決が下される前に

和解したほうが得策であることの方が多いと思われます。 

６．９ 控訴の提起 

６．９．１ 前述しましたように、第１審の判決で全面的に敗訴した原告あ

るいは被告、一部敗訴した原告又は被告は、控訴することができ

ます。 

 控訴というのは、第１審判決の内容には納得できない（不服が

ある）から第２審（控訴審）で審理してもらいたいという申出で

す。 

 控訴する人を控訴人といい、控訴される人を被控訴人といいま

す。 

６．９．２ 控訴するには、第１審の判決書の送達を受けた日から２週間以

内に控訴状を第１審の裁判所に提出して行います（民事訴訟法２

８５条、２８６条）。 

 ２週間はあっという間に過ぎますから控訴する場合には大至

急控訴の準備をしなければなりません。 

６．９．３ 控訴は第１審判決が納得できないとして提起するわけですが、

その納得できない部分と納得できない理由を書面にして提出す

る必要があります。この書面を控訴理由書といいますが、控訴理

由書は控訴の提起後５０日以内に第２審（控訴審）に提出しなけ

ればなりません（民事訴訟規則１８２条）。 

６．１０ 第２審（控訴審）の審理 

第２審（控訴審）では第１審で提出された主張や証拠に第２審（控

訴審）で新たに提出された主張や証拠を加えて審理が行われます。 

通常は第１審で主張や証拠は出尽くしているので、第２審（控訴審）

の審理は第１審に比べて速いです。 

６．１１ 第２審（控訴審）での和解 

第２審（控訴審）では第１審の判決も踏まえて和解が行われること

が多く、実際にも多くの事案が和解で終了しています。 

６．１２ 第２審（控訴審）の判決 

６．１２．１ 第２審（控訴審）の判決で「控訴を棄却する。」という判決

は、控訴人の控訴が認められないことを意味します。 

６．１２．２ 第２審（控訴審）の判決で「原判決を次の通り変更する。

…」という判決は、原判決（この場合は第１審の判決のこと）

を変更することを意味します。 
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６．１３ 上告、上告受理の申立て 

第２審（控訴審）の判決に対して不服がある控訴人又は被控訴人

は、一定の上告理由があれば上告することができ、また、一定の上

告受理申立て理由があれば上告受理の申立てを行うことができます。 

しかし、上告理由も上告受理申立ての理由も狭き門です。 

 


